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1.　はじめに

　地域防災計画の策定に際しては，広域避難時の

安全性について検討することが必要である．避難

場所までの距離や道路幅員の観点から安全とされ

ている地域においても，大地震時には建物倒壊に

よる道路閉塞や市街地延焼の影響により，円滑な

避難が困難となる危険性がある．

　そこで本研究では，まず，大地震による物的

被害と避難行動に関してシミュレーションを実行

し，以下で定義する避難困難率という指標を用い

て，密集市街地における避難危険度の評価を試み

る．次に，避難困難率を，密集市街地とそうでな

い地域との間で比較することにより，不燃化・耐

震化状況が市街地の避難安全性に与える影響につ

いて考察する．さらに，物的被害の状況に応じて，

道路リンクを通行する避難者数やその空間分布が

変化することに着目し，地域防災計画において重

要な道路の抽出を試みる．

　　　　

2.　シミュレーションの概要

2.1　物的被害のモデル化

　物的被害のモデル化の概要を図 1に示してあ

る．倒壊した建物の高さと隣棟間距離・道路境

界線までの距離，および，延焼建物からの距離と

道路幅員から，道路が閉塞するかどうかの判定を

行い，閉塞した道路リンクは通行不能とした（図

1(b)）．また，建物の出火・延焼は，避難者の経

路選択に影響を及ぼすと考えられることから，着

火建物からの距離と延焼建物から受ける抵抗をモ

デル化し，その値に応じて道路リンクに抵抗を与

えた（図 2(b)）．
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2.2　避難者行動のモデル化

　図 2(a)に示すタイミングで避難を開始した後，

施設内滞留者は一時避難場所に，施設外歩行者

は広域避難場所に向かってそれぞれ避難するも

のとした．閉塞している道路リンクに遭遇した場

合は，その都度，避難場所までの経路を再探索す

る．通過した交差点に接続する道路リンクの閉塞

状況を避難者に記憶させることで，閉塞箇所を避

けながら経路を選択し，避難する様子をモデル化

した．

　ここでは，シミュレーション終了時に避難場所

に滞在している人を「避難完了者」，道路が閉塞

している等の理由で避難場所まで到達できなかっ

た人を「避難困難者」と定義する（図 3）．また，

全避難者に占める避難困難者の割合を「避難困難

率」と呼ぶ．本研究では，避難困難率を市街地の

避難危険度を示す一つの指標として用いる．

2.3　対象地域とシミュレーション方法

　東京都世田谷区内の各広域避難場所からのネッ

トワーク距離に基づく等距離線をもとに，世田谷

区を 20の地域に分割した．その中から，不燃化

率と木造密度の観点でみたとき，危険度が高い地

域を多く含む「国士舘大学一帯（以下，国士舘）」，

および，危険度が低い地域を多く含む「砧公園・

大蔵運動公園一帯（以下，砧・大蔵）」をここで

の分析対象とした（図 4）．

　想定地震は東京湾北部地震とし，次の状況を想

図 1　物的被害のモデル化の概要

(a) 建物倒壊モデルの概要（村尾・山崎，2000）

(b) 道路閉塞モデルの概要（沖・大佛，2011）

(c) 延焼速度式の例（東京消防庁，1997）

Lv1: 延焼速度式 ( 準耐火建物内 )

Vt：棟内延焼速度
f：損傷率 (=0.00034α-0.054)
L：延焼距離 (m)

α：加速度 (gal)

隣棟間延焼速度式 ( 木造 ・防火造建物 )

Vt =

Vr：隣棟間延焼速度，Lr：隣棟間距離 (m)
α：加速度 (gal)，U：風速 (m/s)
a，b，c，d：火元・類焼建物の構造，レベル，倒壊の

有無によって与えられるパラメータ

PR(PGV) = Φ[(lnPGV - λ) / ξ]
：建築物に被災ランク R 以上
：の被害が発生する確率
：地震最大速度 (cm/s)

：標準正規分布の累積確率分布関数
：実構造種類（木造・RC 造・S 造），
：築年数区分によって決定する係数

Φ
λ，ξ

PR
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図 2　避難者の行動モデル
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【施設内滞留者】
西田 (2009) による避難開始時間の調
査結果に近似させて設定したポアソン
分布に従って，最近隣の一時避難場所
へ向けて避難を開始する．
火災接近時は，即時に避難を開始する．
【歩行者】
発災直後に，広域避難場所に向けて一
斉に避難を開始する．
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延焼建物から受ける抵抗 y と延焼建
物からの距離 x には，以下の性質が
成立していると考えられる．
Δy/Δx < 0 …①，|Δy| ∝ k1|Δx| …②
|Δx| ∝ k2y …③
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この微分方程式から y = exp[kx + c] を
得る．（k1，k2，k，c は定数）
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図 3　避難者の行動の定義
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調査結果
(N=84)
ポアソン分布
(λ=3.35)
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歩行速度
v(m/h)

～ 1.5 4000
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6.0 ～ 400 × 6/d

②火災による道路閉塞モデル
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として推定している．
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図 4　シミュレーション対象地域の概要
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図中の名称は町丁目名，■印は
一時避難場所の位置を表す．
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定した [ 季節：冬，地震動の最大速度：60cm/s，

加速度：1000gal，風速：北風 15m/s]．また，避難

者の人数・属性・空間分布は時刻により異なるの

で，本稿では，発災時刻を 12時に設定し，発災

から 12時間後までの避難シミュレーションを，

物的被害パターンの異なる 50回について実行し

た．

3.　シミュレーション結果

3.1　避難危険度の評価

　50回実行したときの平均道路閉塞率の分布を

みると，国士舘内の道路は砧・大蔵内の道路に比

べて，全体的に道路閉塞率が高くなっている（図

5(a)，図 5(b)）．また，このときの平均道路閉塞率

と平均避難困難率との関係を町丁目ごとにプロッ

トすると，図 6(a) の町丁目の位置関係は，図 4

に示す不燃化率・木造密度のグラフにおける町の

位置関係とよく整合している．このことから，建

物の不燃化と耐震化の促進の度合いが，町丁目

単位での避難安全性に大きく影響しているといえ

る．

　ここで，東京都（2003）による避難危険度の分

布（図 6(c)，図 6(d)）とシミュレーションによる建

物別の避難困難率の分布（図 6(e)，図 6(f)）を比較

する．東京都によれば，若林 3丁目や梅丘 3丁目

は，広域避難場所に近いことから避難危険度の低

い地域とされているが，シミュレーション結果に

よれば，いずれも避難困難率が 30%を超える建

物が多く，避難危険度の高い地域であることがわ

かる．また，図 6(b)は，避難困難率 10%ごとの

建物の割合を，東京都による避難危険度のランク

別に示したものである．避難困難率の高い建物の

割合は，避難危険度のランク 3よりもランク 2に

(b) 東京都の避難危険度と避難困難率
(シミュレーション結果 )との対応

(c) 東京都の避難危険度 (国士舘 ) (d) 東京都の避難危険度 (砧・大蔵 )

図 6　避難危険度と避難困難率 (50 回平均 )

(a) 物的被害なし（国士舘） (b) 物的被害なし（砧・大蔵）

図 7　道路リンクの延べ通行人数 (12 時間の合計 )

(a) 道路閉塞率の分布 (国士舘 ) (b) 道路閉塞率の分布 (砧・大蔵 )

(c) 物的被害あり（国士舘） (d) 物的被害あり（砧・大蔵）

[図 (a)(b)]
物的被害のない状態で，12 時時点での居場所
から避難場所まで一斉に避難させた場合．
[図 (c)(d)]
物的被害のある状態で，図 2・図 3 に示す行動
モデルに従い避難場所まで避難させた場合．

(a) 道路閉塞率と避難困難率との関係
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した道路の分布を図 Cと図 Fに示してある．こ

れらの道路の沿道建物の不燃化・耐震化を優先的

に推進すれば，より効果的かつ効率的に避難安全

性を向上させることが可能であると考えられる．

具体的な効果の検証については今後の課題であ

る．

4.　まとめ

　大地震による物的被害と避難行動をモデル化

し，避難シミュレーションを実行することで，避

難危険度を避難困難率の観点から評価した．ま

た，不燃化・耐震化状況の異なる 2地域を比較す

るとともに，物的被害の有無による道路通行人数

の変化に着目し，重要道路の抽出を試みた．

おいて大きくなっている．

3.2　道路リンクの通行人数

　シミュレーション時間（12時間）内の，道路

リンクの延べ通行人数の空間分布（50回の平均

値）を図 7に示してある．物的被害のない状況下

（図 7(a)，図 7(b)）では，最短経路で移動するため

特定の道路に通行が集中し，混雑する可能性があ

り危険である．一方，物的被害のある状況下（図

7(c)，図 7(d)）では，道路閉塞を避けて避難するこ

とで通行人数は分散するが，避難経路として想定

されていない道路で混雑や混乱が生じるおそれが

あり，やはり危険であるといえる．　

　物的被害のある状況下で両地域を比較すると，

国士舘は行き止まり道路を除いて全体的に避難者

が通行するようになり，その量も多いのに対し，

砧・大蔵では各道路の通行人数はさほど変化しな

いことがわかる．このことは，国士舘は道路閉塞

のパターンに応じて避難経路が変わりやすく，逆

に砧・大蔵は地域全体の道路閉塞率が低いため，

避難経路が変わりにくいことを意味している．ま

た，地域によらず，道路閉塞率の低い道路では，

延べ通行人数の標準偏差は大きくなる傾向がみら

れる（図 7(e)，図 7(f)）ことから，大地震発生時に

は，想定されていない経路を通行する避難者が多

数発生することがわかる．

3.3　重要道路の抽出

　図 8のグラフ A，Dは，両地域内の各道路の通

行人数が物的被害の有無でどのように変化するか

を，道路閉塞率に応じて色分けして表したもので

ある．それぞれの図の右下に位置している道路

は，物的被害を考慮すると通行量が減少する道路

であり，特に閉塞率の高いものは閉塞を防ぐべき

重要な道路といえる．一方，図の左上に位置する

道路は迂回路となる道路であり，閉塞率の高いも

のは同様に，閉塞させてはならない重要道路と考

えられる．

　グラフ A，Dをもとに，重要度の高いと思われ

る道路（45度線からの乖離が大きく，道路閉塞

率が 30%以上の道路）を，45度線の上下それぞ

れから 50本ずつ抽出した（グラフ B，E）．抽出
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図 8　延べ通行人数の変化と重要道路の分布
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※図 A は図 5(a)，図 B は
図 C の凡例と同じ．

※図 D は図 5(b)，図 E は
図 F の凡例と同じ．
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